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１ 全 般

○ 東京地本の沿革

○ 任務・地位・役割等

２ 主要業務

○ 募集業務

○ 援護業務

○ 予備自衛官等業務

３ 質疑応答
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説 明 項 目



３

(Ｓ３７～Ｓ５３) （Ｓ５３～Ｈ２６）

４
旧東京地本庁舎
（官舎１階部分）

市ヶ谷庁舎

年 主 な 出 来 事

Ｓ３１
「東京地方連絡部」 編成完結

(２５名､３両)竹橋庁舎(千代田区)

Ｓ３５ 竹橋庁舎から檜町庁舎へ移転

Ｓ３７
檜町庁舎から市ヶ谷庁舎へ移転

(２３７名､８５両)

Ｓ５３
旧東京地本庁舎が落成し移転

(３５３名､８１両)

Ｈ１４
体制移行
(２９コ出張所→２０コに統廃合)

Ｈ１８
「地方連絡部」から
「地方協力本部」に名称変更

Ｈ２６
市ヶ谷のＰＡＣ－３関連事業に
伴い東新宿に一時移転

Ｈ３０ 新庁舎（市ヶ谷）に移転

１

２

３

４

５

６

市ヶ谷
駐屯地

Ｈ２６．７～Ｈ３０．６

現庁舎

Ｈ３０．６～

６

１ ２

檜町庁舎(Ｓ３５)竹橋庁舎(Ｓ３１)

【仮庁舎】新宿イースト
サイドスクエア（５階）５

５
６

３
４

新
宿
駅
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全 般（１／３） 東京地本の沿革
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任 務
(※)

１ 部外との連絡及び協力に関する事項
２ 広報に関する事項
３ 自衛官等の募集に関する事項
４ 予備自衛官・予備自衛官補の人事・招集等に関する事項
５ 即応予備自衛官の募集・招集等に関する事項
６ 自衛官の再就職援護業務の実施に関する事項
７ その他、防衛大臣から特に命ぜられた事項
（国民保護、災害派遣、航空救難、部外者の体験搭乗等）

地 位
東部方面総監の指揮下で、募集・援護・予備自衛官等業務を行う陸・
海・空自の共同機関

役 割

１ 都内における防衛省・自衛隊の総合窓口

２ 募集・予備自衛官等業務による自衛隊の人的基盤の整備

３ 退職自衛官の就職援護による隊員へ安心感の付与

根拠：「自衛隊地方協力本部の組織等に関する訓令」

※：募集、援護、予備自は地本の「三本柱」と表現されるほど重要な任務

【参考】募集：全国の入隊者総数の約９％を確保、予備自衛官等：全国の予備自衛官等の約６％を管理
４

全 般（２／３） 任務・地位・役割
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北区

杉並区

東久留米市

調布市

三鷹市

小平市

府中市

国分寺市

国立市

多摩市

立川市

羽村市

あきる野市

奥多摩町

檜原村

青梅市

日の出町

八王子市

瑞穂町

福生市

昭島市

武蔵村山市

東村山市

町田市

稲城市

小金井市

狛江市

江東区

墨田区

葛飾区

足立区

江戸川区

日野市 品川区
世田谷区

大田区

目黒区

板橋区

練馬区

中野区
新宿区

清瀬市

（出）：出張所、（地）：地域事務所
（案）：募集案内所、（駐）：分駐所

：援護室所在駐屯地

福生(案）２Ｆ

西東京(地）５Ｆ

練馬(地）４Ｆ

五反田(案）２Ｆ

北 (地）５Ｆ

大田(出）１Ｆ

足立（地）１Ｆ

世田谷（案）２Ｆ

新小岩(案）３Ｆ

豊島(出）５Ｆ

町田(案）２Ｆ

台東(出）２Ｆ

江東（出）２Ｆ

港(出）４Ｆ

○
◎

◎

○

△

○

○

○

○

◎

◎

◎

○○

新
島
村

大
島
町

八
丈
町

利
島
村

神
津
島
村

小笠原村

御
藏
島
村 青

ヶ
島
村

三
宅
村

八王子(地）３Ｆ

立川(出）２Ｆ

国分寺(案）１Ｆ

府中(駐）１Ｆ

代々木(案）２Ｆ

高円寺（案）６Ｆ

東京地方
協力本部
（１～３Ｆ）

地本本部及び２０コ事務所等

三多摩地区隊

城南地区隊

城東地区隊城北地区隊

【小笠原諸島】

【伊豆諸島】

豊島区
文京区

武蔵野市

荒川区

台東区西東京市

港区

千代田区

渋谷区
中央区

【凡例】 地区隊本部所在地

練馬駐屯地東立川駐屯地

立川駐屯地 朝霞駐屯地

市ヶ谷
駐屯地

東大和市

○○駐屯地

Ｎ

５

全 般（３／３） 募集事務所等の配置
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６

6

情報の収集 ﾌｫﾛｰ・入隊志 願

６

受 験

合格者説明会イベントでの広報 採用説明会 １次試験対策勉強会

募 集（１／４） 募集業務の一般的な流れ

合格者部隊見学オフィスツアー ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ参加 パイロットによる説明会

合格者間の交流就職フェア参加 受験予定者部隊見学 防大受験者説明会

その他、各事務所主催の説明会や学校訪問等
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【組織募集】

地方自治体を通じて行う募集

自治体の行う募集に関する法定受託事務

自衛官募集に関し、地方自治体が実施することが法令等で示されている業務

・ 共 通：自衛官及び自衛官候補生募集の事務、募集広報宣伝の実施、報告・資料提出

・ 都道府県：募集期間の告示、試験期日・場所の告示等

・ 区市町村：応募資格の調査、志願票の受理、資格調査の委託

【組織的募集】

地域社会や協力者・団体、学校、ハローワーク、部隊・隊員等と連携した募集のことをいう。

例：学校等における説明会、地域イベントへの参加、募集相談員による対象者の紹介等

７

募 集（２／４） 組織募集及び組織的募集

総

括

○ 地本単独での募集・採用業務には限界があるため、自衛隊法第９７条

と地方自治法第２条に基づく「組織募集」を核として業務を遂行

○ より「組織的な募集」を行うため、地域や各部隊、学校、他機関、民

間協力者・団体等との連携を推進
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東京ﾄﾞｰﾑ

ｻﾝｼｬｲﾝ池袋

東京大学

六義園

北千住駅

区バス「はるかぜ」

電車広告（都営地下鉄４線、
日暮里・舎人ライナー）

区営バス広告
（文京区、足立区、練馬区）

デジタルビジョン（渋谷
１０９フォーラムビジョン）

デジタルビジョン
（新宿西口改札前）

デジタルビジョン
（原宿アストロビジョン） ８

募 集（３／４） 組織募集（募集広報）

総

括

○ 電車広告及び区営バス広告は、自治体の協力により、広告掲載
○ デジタルビジョンを活用した自衛官募集のＣＭ、本部・事務所説明会
の告知資料等を放映
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東京都募集相談員連絡協議会（募連協）理事会

高等工科学校学生による母校訪問

募連協世田谷支部主催の職業説明会

都立公立学校中堅教諭等資質向上研修支援
９

募 集（４／４） 組織的募集（協力団体・学校等）

総

括

○ 協力団体、学校等、自治体以外の組織とも連携して募集活動を充実
○ 支援していただきたい事項を明確にし、組織的募集を推進
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任 期 制 ： ２０～３０歳代

若年定年制 ： ５０歳代半ば

大部分の自衛官は、国防という任務の特殊性から
自衛隊の精強性を維持するため

で退職するという他の公務員には類のない任用制度
下にある。
このため、自衛隊として積極的に再就職支援等を

実施し、退職予定者の生活基盤の確保（雇用の確
保）に努めなければならない。
また、自衛官の就職の援助の成否は、在職自衛官

の安定服務の助長は勿論のこと募集等防衛基盤の育
成に大きな影響を及ぼす。

10

援 護（１／３） 援護の必要性
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意識付け 再就職先の具体化

定

年

制

自
衛
隊
新
卒

自
衛
隊
新
卒

定

年

制

陸
自
の
み

陸
自
の
み

陸
自
の
み

陸
海
空

区 分 実施月日 参加隊員数 参加企業数

前 段 令和６年８月２７日（火）・２８日（水） ８２４名 ４４８社

後 段 令和６年１１月１９日（火） １０５名 ２５４社

令和６年度首都圏合同企業説明会実績

※ 参加希望企業の約４割が説明会に参加

定年２年前教育

（事務官による講義の様子）

ライフプラン集合訓練

（部外講師による講義の様子）

就職説明会

（面談訓練の実施状況）

首都圏合同企業説明会

（企業による職業説明の状況）
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援 護（２／３） 援護業務の概要（一般的な業務の流れ）
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年度 実績 主な業種・職種

令和６年度

４８社６０７名（２３職種）
（令和４年度）
１９社２３３名
（１７職種）

損害査定調査員 旅客運送業
葬祭業 物流・倉庫管理
施設管理 介護サービス
警備･流通 清掃業 ほか

援 護（３／３） 就職援護に関する意欲的な取り組み
TOKYOTOKYO

退職予定の隊員に対し、企業等における退職前のインターンシップを実施し、隊員
の再就職に係る希望の具体化や再就職後の早期離職防止を図るとともに、インターン
シップ受入企業等に対し、自衛官の有用性を周知する。

インターンシップ

新規企業を重視した就職援護広報を実施するとともに、援護の質的向上に繋げるこ
とを念頭に、企業主等を招へいする。この際、各経済団体・企業団体等と連携し、効
率的・効果的な就職援護広報に留意する。

就職援護広報

対象者 東京商工会議所会員企業との交流会（６６社１０７名）

内

容

全般説明 援護パンフレット等を活用し、援護担当者が援護制度等を説明

援護担当者
との交流会

参加企業主等に対し、自衛隊及び退職自衛官の有用性について理解促進
を図るとともに、企業ニーズ等を確認して優良求人の獲得に資する

目

的

目

的
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元自衛官 元自衛官以外（一般）

予備自衛官補（技能）
（教育訓練：２０日/２年）

予備自衛官補

予備自衛官補（一般）
（教育訓練：５０日/３年）

一般予備自衛官
（元自衛官）

技能公募
予備自衛官即応予備自衛官

（訓練日数：３０日／年）

志願・選考（試験）

志願・選考

予備自（１／２） 予備自衛官等の概要
TOKYOTOKYO

予備自衛官 （訓練日数：５日/年）

区 分 即応予備自衛官 予備自衛官 予備自衛官補

任 務

○防衛招集
○国民保護等招集
○治安招集
○災害等招集
○訓練招集

○防衛招集
○国民保護等招集
○災害招集
○訓練招集

○教育訓練招集
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一般公募
予備自衛官

約４０日／３年
の教育訓練



５日間招集訓練
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１日間招集訓練ライフプラン教育における制度説明

招集訓練予備自衛官制度説明

予備自（２／２） 予備自衛官業務の概要（一般的な業務の流れ）

部隊に対する制度説明
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令和７年度出陣式（7.4.10）以上で説明を終わらせていただきます
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